
ＮＰＯ等による文化財建造物管理活用の自立支援モデル検討事業 
平成 30 年度業務仕様書 

 
１．事業の目的 

文化庁では，ＮＰＯ法人や市民団体等(以下，「ＮＰＯ等」という。）の参画による

文化財建造物の保護を推進しています。近年では，ＮＰＯ等が所有者と活用者のマ

ッチングを行ったり，自ら活用者となって文化財建造物の利用を図る取組が各地で

見られるようになりました。活用が適切な文化財管理の下で行われるよう，技術や

技能面から活用者を支えようとする団体も増えつつあります。 

空き家となっている地域の宝を多く発掘し，新たな息を吹き込むこと，また，す

でに文化財となっている建造物を空き家にしないようにすることは，文化財保護の

観点からも，観光振興や地方創生の観点からも重要です。しかし，文化財建造物は，

保護にかかる費用負担が活用や管理を困難にしているという指摘もあります。 

こうした背景のもと，現在，文化庁は文化財保護法の改正に向けて対応を進めて

います（http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkazai/1402097.html）。改正されれば，

市町村は，文化財の保存・活用を総合的に推進していくためにＮＰＯ等と協力して

協議会を組織化したり，文化財所有者の相談に応じて調査研究を行うための民間団

体等を文化財保存活用支援団体として指定することが見込まれます。また所有者に

代わり文化財建造物を保存活用する管理責任者の要件が拡大され，社会全体で文化

財を支援する仕組みが強化されることが期待されています。実現すれば，ますます

ＮＰＯ等の役割が重要になってきます。 

具体的な課題としては，ＮＰＯ等が責任を持って文化財建造物の保存活用に参加

できるような仕組みづくり，所有者や活用者が公開や活用から得られる収入等の増

加等により，文化財建造物を健全に維持管理するための環境を整えていくことが挙

げられます。 

本事業では，文化財建造物の管理活用に係る上記の課題に関して，活用実践者の

立場から考え得る実効性の高い打開策を「自立支援モデル」と呼び，これを委託事

業により幅広く集めながら，今後の有効な対策を官民の協力により検討していきま

す。 

 

２．事業の実施方法 
 文化庁は，ＮＰＯ等からの企画提案を公募し，審査・採択したものを委託事業

として実施する。事業の委託を受けた団体は，実施の成果を文化庁が開催する報

告協議会で発表すると共に，業務成果報告を文化庁に提出する。 
 
３．企画提案の作成の要領 
（１）検討領域の選択 



  以下の①～④の中から検討領域を選び，さらにその細目を選択する（複数選択

可）。 
① 活用の担い手【活動又は仕組みの検討】 

細目：（ア）無住化・地方の過疎化・少子高齢化に伴う空き家の解消 

 （イ）文化財建造物の持続的運営 

 （ウ）技能者・技術者等による支援 

 （エ）その他［具体的に記載］ 

② 資金【仕組みの検討】 

細目：（ア）トラスト活動 

   （イ）投融資 

   （ウ）保険 

   （エ）その他［具体的に記載］ 

③ 制度【仕組みの検討】 

細目：（ア）文化財保護法 

   （イ）文化財保護法以外の法制度 

   （ウ）財政支援・税制優遇 

   （エ）その他［具体的に記載］ 

④ その他［具体的に記載］ 

 

（２）企画提案の目的及び内容 
企画提案は，前述①～④の中から選択した各検討領域及び細目において，その

目的の一以上を達成するためのものとする。企画提案に含める具体的な取組は，

検討領域①～③細目に基づき，④については独自の提案に基づき，考案すること。 
 

（３）事業の実施期間と全体計画 
 企画提案は，事業の期間は単年度又は２カ年度とし，平成３０年度については

契約締結日から平成３１年３月２０日（水）までを事業活動の期間として作成す

る。複数年にわたる計画の一部を企画提案としてまとめる場合には，全体計画及

び全体計画における位置づけを明確に示すこと。 
 なお，２カ年度の計画であっても契約は単年度ごととする。２カ年度目は前年

度の実績を精査の上，改めて企画提案の提出を依頼し，内容が適切であると認め

られる場合に契約を締結する。 
 

（４）文化財建造物所有者等の承諾 
  企画提案にあたっては，予め，文化財建造物所有者や関係者等の承諾を得てお

くこと。文化庁は，事業の審査・選択において必要がある場合には，提案団体に

承諾書等の提出を求めることがある。 
 
４．事業の委託内容 
（１） 業務計画書に基づく事業の実施に関すること。業務計画書は，前述「３．企



画提案の作成の要領」に即して作成された企画提案に基づき，文化庁，審査

委員会等からの意見を踏まえて作成したものとする。 
（２）文化庁開催の報告協議会における上記（１）の成果の発表に関すること。 
（３）上記（１）及び（２）に係る詳細な報告書の作成・提出に関すること。 
 
５．著作権，成果物等の取扱い 
（１）事業の実施にあたり発生した著作権，成果物等については，原則として文化

庁に帰属する。 
（２）事業の実施にあたっては，著作権，成果物等の保護に十分配慮すること。 
 
６．完了報告書の納入期限・場所 
（１）納入期限  平成３１年３月２２日（金） 
（２）納入場所  〒100-8959 東京都千代田区霞が関３－２－２ 
         文化庁文化財部参事官(建造物担当)付 整備活用部門 
 
７．成果物 
（１） 報告書３部（図表や写真，新聞掲載記事等を盛り込み，成果をわかりやすく

表現すること） 
（２） 報告書の電子データ一式（文化庁が指定する形式） 
 
８．成果物の納入期限・場所 
（１）納入期限  額の確定の通知を受けた日から起算して３０日以内又は委託業

務の完了した日から３０日以内のいずれか早い日まで。 
（２）納入場所  〒100-8959 東京都千代田区霞が関３－２－２ 
         文化庁文化財部参事官(建造物担当)付 整備活用部門 
 
９．その他 
（１） 検収は文化庁が行う。 
（２） 提出した報告書または事業の運営等について，即時説明のできる体制を整え

ること。 
（３） 当事業のすべての再委託は不可とする。当該事業の一部を再委託する場合に

は，再委託先の責任と役割を明確に示すと共に，適切に遂行できる企業等を

選定すること。 
（４） 契約事務は，会計法等，国の予算執行にかかる諸法令に基づき文化庁が行う。 
（５） 仕様書に定めの無い事項がある場合又は疑義が生じた場合には，ＮＰＯ等に

よる文化財建造物管理活用の自立支援モデル検討事業委託実施要項，文化庁

委託業務実施要領，委託業務契約書及び文化庁担当係官の指示に従うこと。 
                      

以上 


